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１．集約型都市構造に関する国の動向について

1.１ 立地適正化計画制度の創設と集約型都市構造のイメージ

〇これまでの審議会等における議論や提言をもとに、平成26年5月の都市再生特別措置法等改正により創設されたのが「立地適正化計画制度」であり、「コンパクトなまちづくり」と「公共交通によるネットワー
ク」の連携を具体的に措置することで『コンパクト・プラス・ネットワーク』の都市構造の実現を目指すこととしている。（図１－１、図１－２）

〇立地適正化計画では、医療・福祉施設、商業施設等の生活利便施設と住居等がまとまって立地し、かつ公共交通によって連携されることを重視しており、これら条件を満たす拠点エリアに対して都市機能
誘導区域を設定することとしている。（図１－３、図１－４）

図１ʷ４ 都市機能誘導区域に誘導する都市機能のイメージ

図１ʷ３ 各拠点地区および基幹的な公共交通軸のイメージ

全て出典：立地適正化計画の手引き（令和３年３月版、国土交通省）

図１ʷ１ 集約型都市構造のイメージ
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【都市再生特別措置法等の一部を改正する法律
H26.5公付】

誘導区域設定の考え方（立地適正化計画の作成に係るＱ＆Ａより）

人口減少の中にあっても、一定のエリアにおいて人口密
度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持
続的に確保されるように居住を誘導すべき区域

医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活
拠点に誘導し集約することにより、これらの各種サービス
の効率的な提供を図る区域

居住

誘導区域

都市機能

誘導区域

図１ʷ２ コンパクト＋ネットワークの意義・必要性

出典：国土のグランドデザイン2050概要（平成26年７月、国土交通省）



図１ʷ５ 法改正の概要

○平成29年5月公布の「都市緑地法等の一部を改正する法律」では、様々な役割を担っている都市の緑空間を、民間の知恵や活力をできる限り活かしながら保全・活用していくために、都市農地の保全・活用に
資する生産緑地地区の面積要件の引き下げ、新たな用途地域である田園住居地域の創設などが行われた。（図１－５、図１－６）

図１ʷ６ 創設・改正された主な制度の概要

１．集約型都市構造に関する国の動向について

「田園居住地域」の創設（都市計画法）

用途地域類型の一つとして新たに「田園住居
地域」が追加（12用途地域⇒13用途地域）

【活用イメージ】
〇低層住宅地の中に農地が多く存在し、営農

環境と住環境の調和を図るエリア
〇居住誘導区域外となる区域で農地の開発や

スプロール化を抑制するエリア

生産緑地地区の要件緩和（生産緑地法）

生産緑地地区の面積要件を 、条例で500 ㎡⇒300 
㎡へ引き下げ可能
同一又は隣接する街区内に複数の農地がある場合、
一団の農地等とみなして指定可能

【従来の道連れ解除の例】

民間による市民緑地認定制度の創設
（都市緑地保全法）
民間が主体となって、民有地を地域住民の利用に
供する緑地として設置・管理することが可能
認定市民緑地のうち一定の条件を満たす土地で
は、固定資産税・都市計画税が軽減
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【都市緑地法等の一部を改正する法律 H29.5公布】1.2 近年の法改正の概要

出典：都市緑地法等の一部を改正する法律の概要（国土交通省）

出典：川崎市パンフレット

公募設置管理制度（Park-PFI)（都市公園法）

都市公園に飲食店、売店等の設置又は管理を
行う民間事業者を公募・選定、得られた収益は
公園整備に還元
公募対象公園施設を設置する場合、建ぺい率
を＋10％緩和

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料
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図１ʷ７ 法改正の概要

○平成30年4月、「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」が公布され、地方都市をはじめとした多くの都市において、空き地・空き家等の低未利用地が時間的・空間的にランダムに発生する「都市のス
ポンジ化」に対応するため、低未利用地の集約等による利用の促進、地域コミュニティによる身の回りの公共空間の創出、都市機能のマネジメント等の施策を総合的に講じるための制度が創設された。 （図１
－７、図１－８）

図１ʷ８ 創設・改正された主な制度の概要

１．集約型都市構造に関する国の動向について

低未利用土地権利設定等促進計画制度の創設
（都市再生特別措置法）
権利設定・移転後の土地・建物は幅広い活用が可能
合意の取れた部分から段階的に権利設定・移転を進め
ることが可能
複数の土地に一括して利用権を設定することが可能

立地誘導促進施設協定の創設（都市再生特別措置法）

空き地・空き家を活用した地域コミュニティやまちづくり
団体が共同で整備・管理する空間・施設について、地権
者合意による協定を締結できる制度
※居住誘導区域内又は都市機能誘導区域内が対象
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【都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 H30.4公布】1.2 近年の法改正の概要

誘導施設整備のための集約換地等の市街地整備
（土地区画整理法）
都市機能誘導区域において、事業計画に「誘導施設整備
区」を定め、空き地等を集約し、医療・福祉施設等の誘導施
設の整備を図る土地区画整理事業
※都市機能誘導区域内が対象

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料

出典：小規模で柔軟な区画整理 活用ガイドライン

都市計画協力団体制度の創設（都市計画法）

住民団体、商店街組合等を協力団体に指定し、民間主
体により住民の意向把握や啓発活動等を実施
指定団体は都市計画の提案が可能（提案に関する面
積要件なし）

出典：都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（国土交通省）
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